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18 歳人口減少期の大学進学行動と地域移動 
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（東北大学大学院教育学研究科博士課程後期） 
 
1. はじめに 
 
大学進学率の地域間格差やその規定要因についての研究は、主にそのメカニズムを明らかに
することや教育計画（教育政策）への示唆を得ることなどを目的に行われてきた。多くの研究結果で
は、大学進学の規定要因として、家計や社会経済的変数が重要な変数として取り上げられており、
その説明力も高い。 
同時に、少し異なる視点からも大学進学に関する研究が行われてきた。それは 1976 年から始ま
った一連の高等教育計画への評価という意味においての研究である。大学の第 1 次拡大（大衆
化）期とも呼ばれることの多い 1960 年代には、大学の拡大においてさまざまな不平等（不均衡）を
伴っていた。その一つが地域的不均衡であり、1976 年以降の高等教育計画には大学の地方分散
化が盛り込まれた。需要の多い大都市での供給の抑制という政策が妥当であったかどうかは別にし
て、高等教育計画が大学進学率の地域間格差の是正や大学進学に伴う（特に大都市への）地域
移動の減少に効果を持ったのかどうか、それを検証しようというのがもう一つの研究の視点であった。
その地方分散化政策に対する先行研究の結果では、小林（2006）も言うとおり評価が分かれている。
最新の研究結果である小林（2006）では、単純に大学進学率だけを見れば地域間格差は是正さ
れているように見えるが、国立・私立別もしくは地域別に進学率や流入流出状況を詳細に分析す
れば、地域間格差はまだ存在し、地方分散化政策は今でも必要とされると述べられている。 
 そうした先行研究を踏まえながら、本稿は 1992 年度以降の 18 歳人口減少期に焦点を絞り、大学
進学に関係する諸指標と地域移動がどういった動きを見せていたのかを都道府県（以下、県）別に
示す。この期間、経済や家計の変化もさることながら、地域移動に影響を与えうるいくつかの変化が
あった。それは 18 歳人口の減少、進学率の上昇、大学及び収容力の増加（短大からの昇格も含
む。）などである。18 歳人口が減少する中で、地元の大学に入りやすくなるかもしれないし、反対に
人口減少の激しい大都市への流入が容易になるかもしれない。一方で進学率の上昇のしかたによ
っては、それとはまた異なる影響が出るかもしれない。そうしたいくつかの可能性が考えられる状況
の中で、大学進学に伴う地域移動がどのように変化したのかを県別に明らかにした研究は少ない。
「大都市圏での抑制政策としての地方分散化政策は終焉した」（小林  2006、103 頁）今、必ずしも
「地方分散が進んでいるかどうか」という従来の地方分散研究での視点からでなくとも、18 歳人口の
減少、進学率の上昇、大学の新設ラッシュといった動きがある中で、地域移動がどのような動きを見
せているのか、またどのようなことが特徴として挙げられるのかということは非常に興味深いのに、現
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在のところあまり知られてはいない。本稿では、そういった基本的ながらも重要である事柄を分析し、
その結果を報告する。 
 
 
2. 分析の方法とデータ 
 
 大学進学及び地域移動に関する先行研究では、さまざまな指標を用いてその動向の把握や要
因分析などが行われてきた。例えば、18 歳人口・進学者・収容数（進学機会）・家計所得（社会経
済的変数）・移動距離などである。これらはすべて大学進学及び地域移動に密接な関係があり、ま
た影響を及ぼすものと言える。本稿でもこれらを参考にしながら、分析のための指標を確定したい。 
既述のように 18 歳人口減少期である 1992 年以降は、全国的に見れば、同時に大学数・大学収
容数の増加やそれに伴う大学進学率の上昇が見られた。この 2 つのことを考慮に入れて、本稿で
は進学者数からみた収容数の比を「収容力」とし、これを分析の 1 つ目の指標とする 1)。18 歳人口
が減少し、全国的には大学の供給が過剰になってきていると考えられるが、進学率の上昇の中でも
本当にそうなっているのか、またそれはどのように変化したのか、まずはその基本的事実を確認す
る。 
次に確認するのは、県内進学率が増えたかどうかである。ここでも 18 歳人口（3 年前の中卒者
数）を基準としたものではなく、進学者数のうち県内に進学した学生の割合を見る。この県内進学
率は地方分散化を見る上で、重要な視点の 1 つであった。収容力の変化に伴って県内進学はどの
ように変化したのだろうか。この県内進学率を 2 つ目の指標とし、その変化を確認する。 
一方県外進学及び地域移動は、収容力や県内進学率の変動に影響を受ける。すなわち、地域
移動をする際、県外進学をせざるを得ないのか、そうではなく（自主的に）県外進学を選ぶ（選べ
る）のかは収容力や県内進学率によって変化するのである。この構造とその変化を見るために、本
稿では秋永・島（1995）の分析方法を援用する。秋永・島は県外進学率を「構造的県外進学率」と
「純粋県外進学率」に分けて分析し、その結果、全国的には 1991 年まで「構造的県外進学率」が
低下していることを示した。構造的県外進学率とは、出身高校所在地別進学者数の総数と大学所
在地別入学者数の総数の差（前者のほうが多い場合。後者のほうが多い場合の構造的県外進学
率は 0 である。）が進学者数に占める割合を表している 2)。本稿ではこの点にも着目し、分析の 3 つ
目の指標とする。 
そして地域移動先とその割合にも注目し、その変化を確認する。本稿では県外への進学先第 1
位の県とその県への進学率を算出し、これを分析の 4 つ目の指標とする。後に見るように、県外へ
の進学先第 1 位は主に大都市を有する県であるが、（特に地方から）大都市へ進学する割合がどう
変化したかも重要である。第 3 節では、以上の 4 つの指標に着目し、その動向を県別に把握する。 
 第 4 節では、それらの指標とその変化にはどのような関係があったのかなかったのか、あったのな
らどの程度関係があったのかを明らかにする。18 歳人口減少期に大学進学及びそれに伴う地域移
動に何らかの傾向があったかどうかについて考察し、この期間の特徴から類型化を試みる。最後に
第 5 節では、分析結果をまとめ、今後の課題を述べる。 
 本稿で使用したデータは、『学校基本調査』の「出身高校の所在地県別入学者数」データである。
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分析では 1992 年度と 2006 年度の各指標と、その 2 時点間の変化に着目した。 
 
 
3. 収容力、県内・県外進学率、進学先の変化 
 
3.1. 収容力の変化 
1992 年度と 2006 年度の 2 時点をとって、収容力（県内収容数/進学者数）がどのように変化した
かを、表 1 に示した。これはあくまで進学者にとって県内にどれだけ進学機会があるかを示す指標
であることには、注意が必要である。平均は 0.74 から 0.77 と 0.03 ポイント上昇し、全国平均としては
収容力の上昇が見られた。最大は 2 時点ともに京都府で、2.23 から 2.22 にほぼ停滞であった。最
小も 2 時点ともに和歌山県で 0.26 から 0.34 へとやや上昇し、レンジ及び標準偏差は縮小したが、
それでも依然として都道府県間の差は残っていると言える。また、この期間はすべての県で 18 歳人
口の減少が起こっていたが 3)、進学率の上昇は県ごとに異なっており、そのため進学者数の増加
の度合いもまた異なっていた。ゆえに、県ごとの収容数（の増加）が必ずしも進学者数（の増加）を
相対的に上回っていたわけではなかったことは表 1 からうかがえる。平均で見れば収容力は上昇し
て 
 
表 1 収容力の変化（1992 年度、2006 年度） 
  1992 年度 2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
北海道  1.08 0.96 -0.11 大阪府  1.13 1.21 0.08 
青森県  0.73 0.62 -0.12 兵庫県  0.86 0.95 0.10 
岩手県  0.57 0.51 -0.06 奈良県  0.78 0.72 -0.05 
宮城県  1.41 1.16 -0.25 和歌山県 0.26 0.34 0.08 
秋田県  0.47 0.49 0.02 鳥取県  0.50 0.55 0.05 
山形県  0.58 0.53 -0.05 島根県  0.41 0.46 0.05 
福島県  0.59 0.44 -0.15 岡山県  0.74 0.88 0.14 
茨城県  0.58 0.52 -0.06 広島県  0.79 0.86 0.07 
栃木県  0.45 0.49 0.04 山口県  0.68 0.69 0.01 
群馬県  0.46 0.64 0.17 徳島県  0.60 0.76 0.16 
埼玉県  1.26 1.12 -0.15 香川県  0.53 0.46 -0.07 
千葉県  0.99 1.04 0.05 愛媛県  0.52 0.54 0.02 
東京都  1.89 1.88 -0.01 高知県  0.53 0.59 0.06 
神奈川県  1.28 1.35 0.08 福岡県  1.26 1.13 -0.13 
新潟県  0.45 0.51 0.06 佐賀県  0.49 0.44 -0.05 
富山県  0.43 0.51 0.08 長崎県  0.44 0.65 0.22 
石川県  0.97 1.09 0.12 熊本県  0.94 0.88 -0.06 
福井県  0.59 0.49 -0.09 大分県  0.59 0.73 0.14 
山梨県  0.97 0.90 -0.07 宮崎県  0.55 0.52 -0.03 
長野県  0.34 0.35 0.01 鹿児島県 0.67 0.60 -0.07 
岐阜県  0.51 0.46 -0.05 沖縄県  0.81 0.72 -0.09 
静岡県  0.35 0.44 0.10 平均  0.74 0.77 0.03 
愛知県  1.00 1.15 0.15 最大  2.23 2.22 0.94 
三重県  0.43 0.38 -0.05 最小  0.26 0.34 -0.25 
滋賀県  0.32 1.26 0.94 標準偏差 0.40 0.38  
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京都府  2.23 2.22 -0.01     
いたのだが、一方でこの期間収容力が低下している県も 22 あったのである。最も上昇した県は滋賀
県で 0.94、最も低下した県は宮城県で-0.25 と、変化の差も非常に大きい。まず、18 歳人口の減少
の中で、大学の供給過剰の問題も言われているが、県別に見てみると実は収容力が低下している
県もあるという基本的事実は確認しておかなければならない。 
 
3.2. 県内進学率の変化 
さて、「地方分散化」という視点から言えば、収容力の変化と同時に、県内進学率（県内進学者
数/進学者数）がどのように変化したのかも重要である。そこで表 2 に、県別の県内進学率の変化を
示した。これを見れば、進学者のうち県内に進学する学生の割合は、奈良県・沖縄県を除いて増え
ていることがわかる。進学率の上昇をコントロールした上で見れば、県内へ進学する割合はほぼす
べての県で増えたことになる。こうした動きは平均、最大、最小という各指標においても現れている。
平均は 0.26 から 0.32 へ、最大は 0.69 から 0.72（2 時点ともに北海道）へ、最小は 0.05 から 0.10（2
時点ともに和歌山県）へそれぞれ上昇した。変化の大きさで言えば、最大は滋賀県の 0.15、最小は
沖縄県の-0.02 であった。この期間レンジはわずかに縮小したにとどまり、標準偏差はほとんど変わ
らなかった。 
 
表 2 県内進学率の変化（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度 2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
北海道  0.69 0.72 0.04 大阪府  0.47 0.53 0.06 
青森県  0.26 0.33 0.08 兵庫県  0.35 0.45 0.10 
岩手県  0.21 0.24 0.03 奈良県  0.14 0.14 -0.00 
宮城県  0.52 0.57 0.04 和歌山県 0.05 0.10 0.05 
秋田県  0.22 0.23 0.00 鳥取県  0.14 0.14 0.00 
山形県  0.18 0.19 0.01 島根県  0.13 0.15 0.02 
福島県  0.17 0.20 0.02 岡山県  0.27 0.37 0.10 
茨城県  0.15 0.20 0.05 広島県  0.36 0.49 0.13 
栃木県  0.15 0.21 0.06 山口県  0.16 0.19 0.03 
群馬県  0.13 0.25 0.12 徳島県  0.23 0.32 0.09 
埼玉県  0.26 0.34 0.08 香川県  0.16 0.16 0.01 
千葉県  0.26 0.34 0.08 愛媛県  0.28 0.32 0.04 
東京都  0.57 0.61 0.04 高知県  0.13 0.17 0.04 
神奈川県  0.36 0.44 0.08 福岡県  0.60 0.63 0.03 
新潟県  0.19 0.32 0.13 佐賀県  0.12 0.13 0.01 
富山県  0.18 0.18 0.00 長崎県  0.19 0.33 0.15 
石川県  0.31 0.34 0.04 熊本県  0.42 0.48 0.06 
福井県  0.23 0.25 0.03 大分県  0.14 0.22 0.08 
山梨県  0.16 0.27 0.11 宮崎県  0.20 0.23 0.04 
長野県  0.06 0.16 0.10 鹿児島県 0.33 0.38 0.05 
岐阜県  0.14 0.18 0.03 沖縄県  0.60 0.58 -0.02 
静岡県  0.12 0.25 0.13 平均  0.26 0.32 0.06 
愛知県  0.56 0.70 0.14 最大  0.69 0.72 0.15 
三重県  0.16 0.19 0.03 最小  0.05 0.10 -0.02 
滋賀県  0.05 0.20 0.15 標準偏差 0.16 0.16  
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京都府  0.46 0.48 0.01     
3.3. 県外進学率の変化 
県外進学者数/進学者数を県外進学率とし、その変化を表 3 に示した。本稿で先に定義した県
内進学率とは県内進学者数/進学者数であったので、ここでの県外進学率は 1 から県内進学率を
引いたものになる。よって、県外進学率はほとんどすべての県で減少していることになるのだが、問
題はその質である。上述の収容力の分析では、この期間収容力は上昇している県も減少している
県もあった。たとえ県内進学率が上昇していても、収容力の上昇がそれに追いついていなければ―
まして収容力が低下していればなおさら―、県外に進学せざるを得ない学生が増えるという側面を
持つ。そこで、第 2 節で述べた方法を利用して県外進学率を「構造的県外進学率」と「純粋県外進
学率」に分け、それぞれの変化も同時に表 3 に示した。 
県外進学率の平均は、0.74 から 0.68 に低下した。合わせて構造的県外進学率も純粋県外進学
率も平均でそれぞれ 0.33 から 0.31、0.41 から 0.38 へと低下した。既に述べたとおり、1992 年度お
よび 2006 年度の 2 時点において、県内進学率がもっとも高かったのは北海道、低かったのは和歌
山県であったので、県外進学率の場合はその逆となっている。構造的県外進学率に注目すると、
1992 年度で最小だったのは北海道・宮城県・埼玉県・東京都・神奈川県・京都府・大阪府・福岡
県で、いずれも当時の収容数が進学者数を上回っており、構造的県外進学率が 0（千葉県・愛知
県もほぼ 0）であった。一方、最大であったのは和歌山県で、県外進学率 0.95 のうち 0.74 が構造的
県外進学率であった。2006 年度では、宮城県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・石川県・愛知
県・滋賀県・京都府・大阪府・福岡県などで構造的県外進学率が 0 であった一方、最大は和歌山
県で 0.66 であった。この期間県外進学率も構造的県外進学率も（さらには純粋県外進学率も）レン
ジは縮まったけれども、標準偏差は変わっていない 4)。収容力が増えた県も減った県もあった中で 
 
表 3 県外進学率の変化（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度  2006 年度  差   1992 年度 2006 年度  差  
県外  0.31 0.28 -0.04 県外 0.53 0.47 -0.06 
構造  0.00 0.04 0.04 構造 0.00 0.00 0.00 北海道  
純粋  0.31 0.24 -0.07 
大阪府
純粋 0.53 0.47 -0.06 
県外  0.74 0.67 -0.08 県外 0.65 0.55 -0.10 
構造  0.27 0.38 0.12 構造 0.14 0.05 -0.10 青森県  
純粋  0.48 0.28 -0.19 
兵庫県
純粋 0.50 0.50 0.00 
県外  0.79 0.76 -0.03 県外 0.86 0.86 0.00 
構造  0.43 0.49 0.06 構造 0.22 0.28 0.05 岩手県  
純粋  0.36 0.27 -0.09 
奈良県
純粋 0.63 0.58 -0.05 
県外  0.48 0.43 -0.04 県外 0.95 0.90 -0.05 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.74 0.66 -0.08 宮城県  
純粋  0.48 0.43 -0.04 
和歌山県
純粋 0.21 0.23 0.03 
県外  0.78 0.77 0.00 県外 0.86 0.86 0.00 
構造  0.53 0.51 -0.02 構造 0.50 0.45 -0.05 秋田県  
純粋  0.24 0.26 0.02 
鳥取県
純粋 0.35 0.41 0.05 
県外  0.82 0.81 -0.01 県外 0.87 0.85 -0.02 
構造  0.42 0.47 0.05 構造 0.59 0.54 -0.05 山形県  
純粋  0.41 0.35 -0.06 
島根県
純粋 0.28 0.32 0.03 
県外  0.83 0.80 -0.02 県外 0.73 0.63 -0.10 
構造  0.41 0.56 0.15 構造 0.26 0.12 -0.14 福島県  
純粋  0.42 0.24 -0.17 
岡山県
純粋 0.47 0.51 0.04 
茨城県  県外  0.85 0.80 -0.05 広島県 県外 0.64 0.51 -0.13 
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構造  0.42 0.48 0.06 構造 0.21 0.14 -0.07 
純粋  0.43 0.32 -0.11 純粋 0.43 0.37 -0.06 
県外  0.85 0.79 -0.06 県外 0.84 0.81 -0.03 
構造  0.55 0.51 -0.04 構造 0.32 0.31 -0.01 栃木県  
純粋  0.30 0.28 -0.02 
山口県
純粋 0.52 0.49 -0.03 
県外  0.87 0.75 -0.12 県外 0.77 0.68 -0.09 
構造  0.54 0.36 -0.17 構造 0.40 0.24 -0.16 群馬県  
純粋  0.34 0.39 0.05 
徳島県
純粋 0.38 0.44 0.06 
県外  0.74 0.66 -0.08 県外 0.84 0.84 -0.01 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.47 0.54 0.07 埼玉県  
純粋  0.74 0.66 -0.08 
香川県
純粋 0.37 0.29 -0.08 
県外  0.74 0.66 -0.08 県外 0.72 0.68 -0.04 
構造  0.01 0.00 -0.01 構造 0.48 0.46 -0.02 千葉県  
純粋  0.74 0.66 -0.08 
愛媛県
純粋 0.24 0.22 -0.02 
県外  0.43 0.39 -0.04 県外 0.87 0.83 -0.04 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.47 0.41 -0.06 東京都  
純粋  0.43 0.39 -0.04 
高知県
純粋 0.40 0.42 0.02 
県外  0.64 0.56 -0.08 県外 0.40 0.37 -0.03 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.00 0.00 0.00 神奈川県  
純粋  0.64 0.56 -0.08 
福岡県
純粋 0.40 0.37 -0.03 
県外  0.81 0.68 -0.13 県外 0.88 0.87 -0.01 
構造  0.55 0.49 -0.06 構造 0.51 0.56 0.05 新潟県  
純粋  0.26 0.19 -0.06 
佐賀県
純粋 0.37 0.31 -0.06 
県外  0.82 0.82 0.00 県外 0.81 0.67 -0.15 
構造  0.57 0.49 -0.08 構造 0.56 0.35 -0.22 富山県  
純粋  0.24 0.32 0.08 
長崎県
純粋 0.25 0.32 0.07 
県外  0.69 0.66 -0.04 県外 0.58 0.52 -0.06 
構造  0.03 0.00 -0.03 構造 0.06 0.12 0.06 石川県  
純粋  0.66 0.66 0.00 
熊本県
純粋 0.51 0.39 -0.12 
県外  0.77 0.75 -0.03 県外 0.86 0.78 -0.08 
構造  0.41 0.51 0.09 構造 0.41 0.27 -0.14 福井県  
純粋  0.36 0.24 -0.12 
大分県
純粋 0.45 0.51 0.06 
県外  0.84 0.73 -0.11 県外 0.80 0.77 -0.04 
構造  0.03 0.10 0.07 構造 0.45 0.48 0.03 山梨県  
純粋  0.80 0.63 -0.17 
宮崎県
純粋 0.35 0.28 -0.07 
県外  0.94 0.84 -0.10 県外 0.67 0.62 -0.05 
構造  0.66 0.65 -0.01 構造 0.33 0.40 0.07 長野県  
純粋  0.28 0.19 -0.09 
鹿児島県
純粋 0.35 0.22 -0.12 
県外  0.86 0.82 -0.03 県外 0.40 0.42 0.02 
構造  0.49 0.54 0.05 構造 0.19 0.28 0.09 岐阜県  
純粋  0.37 0.28 -0.08 
沖縄県
純粋 0.21 0.14 -0.07 
県外  0.88 0.75 -0.13 県外 0.74 0.68 -0.06 
構造  0.65 0.56 -0.10 構造 0.33 0.31 -0.02 静岡県  
純粋  0.23 0.19 -0.03 
平均  
純粋 0.41 0.38 -0.03 
県外  0.44 0.30 -0.14 県外 0.95 0.90 0.02 
構造  0.00 0.00 0.00 構造 0.74 0.66 0.15 愛知県  
純粋  0.44 0.30 -0.14 
最大  
純粋 0.80 0.80 0.53 
県外  0.84 0.81 -0.03 県外 0.31 0.28 -0.15 
構造  0.57 0.62 0.05 構造 0.00 0.00 -0.68 三重県  
純粋  0.27 0.20 -0.08 
最小  
純粋 0.21 0.14 -0.19 
県外  0.95 0.80 -0.15 県外 0.16 0.16 
構造  0.68 0.00 -0.68 構造 0.23 0.23 滋賀県  
純粋  0.26 0.80 0.53 
標準偏差
純粋 0.14 0.15 
 
県外  0.54 0.52 -0.01     
構造  0.00 0.00 0.00     京都府  
純粋  0.54 0.52 -0.01 
 
    
注） 県外…県外進学率 
 構造…構造的県外進学率 
 純粋…純粋県外進学率 
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当然といえば当然であるが、構造的県外進学率も同様に増えた県も減った県もあった。先の県内
進学率の 2 時点間の差の裏返しである県外進学率の 2 時点間の差が大きいと見るか小さいと見る
かの判断は難しいが（最大は沖縄県の 0.02、最小は滋賀県の-0.15）、構造的県外進学率の 2 時
点間の差のほうは最大が福島県の 0.15、最小が滋賀県の-0.68 と県間の差が非常に大きく出てい
る。この期間、構造的県外進学率が上昇した県は 17 県もあったこともまた、重要な事実である。 
 
3.4. 進学先の変化 
表 4 は各県の県外への進学先のうち第 1 位の県と、その県への進学率を示したものである。平均
は 0.22 から 0.21 へとわずかに減ったが、進学者の 5 人に 1 人は東京都・愛知県・京都府・大阪府
などの大都市および宮城県・広島県・福岡県などの地方の政令指定都市を持つ県へ移動している。
1970 年代前半よりは随分減少したのであろうが、平均で見た場合大都市への移動についてはこの
期間はあまり変わっていない。最大は 1992 年度には神奈川県で 0.47、2006 年度には岐阜県で
0.47 であり、これらの県では進学者の 2 人に 1 人は大都市を持つ隣県へ移動していることになる。
最小は 2 時点ともに愛知県で、0.07 から 0.06 へとわずかに減少した。これによってレンジや標準偏
差はほとんど変わらなかった。 
また、1992 年度と 2006 年度の 2 時点において、進学先第 1 位が変わっているのは山形県・福
井県・愛媛県の 3 つだけであった。それらの県では、地理的に近い県への移動が増えたといってよ
い。そうした進学先が変わった県も含め、進学先第 1 位の県への進学率が減少した県は 31 県であ
った。一方で、増えた県も 16 県あった。つまり、県内進学率は奈良県・沖縄県以外の県で増えてい 
 
表 4 他県の進学先第 1 位と進学率（1992 年度、2006 年度） 
 1992 年度  2006 年度   1992 年度  2006 年度  
北海道  東京都（0.10） 東京都（0.09） 大阪府  京都府（0.18） 京都府（0.16） 
青森県  東京都（0.17） 東京都（0.13） 兵庫県  大阪府（0.27） 大阪府（0.24） 
岩手県  宮城県（0.16） 宮城県（0.13） 奈良県  大阪府（0.37） 大阪府（0.39） 
宮城県  東京都（0.13） 東京都（0.11） 和歌山県 大阪府（0.37） 大阪府（0.39） 
秋田県  東京都（0.17） 東京都（0.15） 鳥取県  大阪府（0.12） 大阪府（0.13） 
山形県  東京都（0.17） 宮城県（0.18） 島根県  広島県（0.12） 広島県（0.15） 
福島県  東京都（0.23） 東京都（0.22） 岡山県  大阪府（0.10） 大阪府（0.09） 
茨城県  東京都（0.30） 東京都（0.30） 広島県  東京都（0.09） 東京都（0.07） 
栃木県  東京都（0.26） 東京都（0.27） 山口県  福岡県（0.18） 福岡県（0.17） 
群馬県  東京都（0.31） 東京都（0.26） 徳島県  大阪府（0.12） 大阪府（0.11） 
埼玉県  東京都（0.44） 東京都（0.45） 香川県  大阪府（0.12） 大阪府（0.14） 
千葉県  東京都（0.38） 東京都（0.40） 愛媛県  東京都（0.09） 大阪府（0.08） 
東京都  神奈川県（0.16） 神奈川県（0.16） 高知県  東京都（0.15） 東京都（0.12） 
神奈川県  東京都（0.47） 東京都（0.46） 福岡県  東京都（0.07） 東京都（0.06） 
新潟県  東京都（0.25） 東京都（0.21） 佐賀県  福岡県（0.40） 福岡県（0.38） 
富山県  東京都（0.14） 東京都（0.15） 長崎県  福岡県（0.27） 福岡県（0.21） 
石川県  東京都（0.13） 東京都（0.10） 熊本県  福岡県（0.19） 福岡県（0.15） 
福井県  大阪府（0.11） 京都府（0.10） 大分県  福岡県（0.27） 福岡県（0.25） 
山梨県  東京都（0.33） 東京都（0.33） 宮崎県  福岡県（0.17） 福岡県（0.18） 
長野県  東京都（0.30） 東京都（0.24） 鹿児島県 福岡県（0.18） 福岡県（0.16） 
岐阜県  愛知県（0.37） 愛知県（0.47） 沖縄県  東京都（0.08） 東京都（0.08） 
静岡県  東京都（0.22） 東京都（0.19） 平均  0.22  0.21  
愛知県  東京都（0.07） 東京都（0.06） 最大  0.47 0.47 
三重県  愛知県（0.30） 愛知県（0.35） 最小  0.07 0.06 
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滋賀県  京都府（0.29） 京都府（0.34） 標準偏差 0.10 0.11 
京都府  大阪府（0.24） 大阪府（0.21）    
たけれども、同時に特定の他県への進学率も増えていた県もあったということである。また、最も減
少の幅が大きかったのが長野県で-0.07、一方増加の幅が最も大きかったのは岐阜県で 0.10 であ
った。 
 
 
4. 1990 年代以降の諸特徴 
 
表 5 も参照しながら、前節での分析結果について考察を加える。表 5 には前節での分析に使用
した 12 指標間の相関係数を示してある。ただし、滋賀県はやや特異な動きを示していたため、ここ
では除外している。前節での分析では、県内進学率においてほとんどすべての県が上昇を見せて
いるのを除いては、県によってさまざまな動きを見せていた。これらの変化にはどういった特徴があり、
どういったものと関係があるのだろうか。 
まず、収容力の変化（差）と他の指標との関係を見てみよう。1992 年度収容力との関係は-0.26
であり、この間の収容力の変化はもともとの収容力の大きさとはそれほど大きな関係がなかったと言
える。ただ、構造的県外進学率の変化（差）や県内進学率の変化（差）とはやや強い関係が見られ
る。構造的県外進学率の変化との相関係数は-0.81 と、強いマイナスの関係であり、やはり収容力
が上がると構造的に県外へ進学を余儀なくされる学生は減り、逆に収容力が下がるとそれが増える
傾向にあった。一方で、県内進学率の変化とは 0.52 とやや強い関係があり、収容力の上昇と県内
進学率の上昇の度合いは、ある程度の正の関係を持っていたことがわかる。ただ、県外進学先 1 位
への進学率の変化（差）とは-0.27 とマイナスの関係を持っているものの、その関係は弱い。大都市
への移動には収容力の変化はそれほど大きな影響を持てなかったということでもあろう。 
 
表 5 各指標間の相関係数（滋賀県を除く） 
  
収容
92 
収容
06 
収容
差  
県内
92 
県内
06 
県内
差  
構造
92 
構造
06 
構造
差  
移動
92 
移動
06 
移動
差  
収容 92 1            
収容 06 0.97  1           
収容差  -0.26  -0.01  1          
県内 92 0.73  0.70  -0.25  1         
県内 06 0.70  0.70  -0.10  0.97 1        
県内差  -0.06  0.07  0.52  -0.05 0.22 1       
構造 92 -0.86  -0.82  0.26  -0.78 -0.78 -0.05 1      
構造 06 -0.82  -0.85  -0.02  -0.74 -0.79 -0.24 0.94 1     
構造差  0.17  -0.03  -0.81  0.18 0.04 -0.53 -0.25 0.09 1    
移動 92 -0.03  -0.03  0.02  -0.43 -0.37 0.18 0.07 0.08 0.01 1   
移動 06 -0.05  -0.06  -0.05  -0.43 -0.41 0.06 0.09 0.12 0.08 0.97  1  
移動差  -0.08  -0.16  -0.27  -0.15 -0.26 -0.45 0.07 0.18 0.32 0.18  0.41  1
注） 収容 92…1992 年度収容力 構造 92…1992 年度構造的県外進学率 
 収容 06…2006 年度収容力 構造 06…2006 年度構造的県外進学率 
 収容差…2 時点間の収容力の差 構造差…2 時点間の構造的県外進学率の差 
 県内 92…1992 年度県内進学率 移動 92…1992 年度県外進学先 1 位への進学率 
 県内 06…2006 年度県内進学率 移動 06…2006 年度県外進学先 1 位への進学率 
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 県内差…2 時点間の県内進学率の差 移動差…2時点間の県外進学先 1位への進学率の差
続いて県内進学率の変化についてであるが、1992 年度の県内進学率の高さとの相関は-0.05 と
まったく関係がない。構造的県外進学率の変化や県外進学先 1 位への進学率の変化とはマイナス 
の関係があるが、これは先ほどの収容力の変化の影響が介在していると思われる。 
また、構造的県外進学率の変化については、1992 年度の構造的県外進学率の高さとは-0.25 と
ごくわずかにマイナスの関係があった。確かに最大値も低下しており、若干であるが改善の様子もう
かがえた。県外進学先 1 位への進学率の変化との相関は 0.32 で、弱い正の相関がある。ばらつき
は大きく、地域的その他何らかの要因が隠れているものと思われる。 
最後に、収容力・県内進学率・構造的県外進学率・県外進学先 1 位への進学率の 4 指標にお
いて、1992 年度と 2006 年度の値の相関を見てみると、相関係数はそれぞれ 0.97、0.97、0.94、0.97
と非常に強い正の関係がある。上述のように、この期間 1992 年度の収容力・県内進学率・構造的
県外進学率・県外進学先 1 位への進学率の高さとその変化
．．．．
には強い関係は見られず、県ごとにさ
まざまな動きを見せてはいたが、その構造を変えるほどではなかったということになる。つまり、1992
年度に収容力が高い県は 2006 年度でも収容力が高く、1992 年度に大都市への進学率が高い県
は 2006 年度でもやはり高い、といった具合である。秋永・島（1995）では、1991 年度にかけて地方
分散化は一定の効果を持ったと結論付けられていたが、それ以降現在までその地域構造はほとん
ど変化しなかったということになる。 
 以上のようなまとめをもとに、この期間の特徴を表 6 に類型化した。すでに述べたように、この期間
には 1992 年度の地域構造が変化させるほどではなかったが、さまざまな動きを見せていた。そこで、
この間各指標がどのように変化したかによって類型化を試みた。県内進学率がほとんどすべての県
で上昇していたのを考慮に入れて、類型化の基準は①収容力が上昇したかどうか、②構造的県外
進学率が上昇したかどうか、③県内進学率の上昇に比べて、県外進学先 1 位への進学率が上昇
したかどうか、の 3 点とした。 
1 つ目のパターンは、収容力が上がって構造的県外進学率が減り、大都市への移動も相対的に
減少した県である。この期間のパターンとしてはもっとも多く、19 の県が含まれる。2 つ目のパターン
は、収容力は下がり構造的県外進学率は上がったのだが、大都市への移動は相対的に減少した
県である。このパターンには 11 県が含まれる。3 つ目のパターンは、大都市型とでも呼ぶべきパター
ンで、収容力は上がったところも下がったところもあったのだが、構造的県外進学率は 2 時点ともに 
 
表 6 1992-2006 年度の変化による類型化 
 タイプ 該当県 
パターン 1 
(19) 
収容↑、構造↓、移動↓ 秋田県、栃木県、群馬県、千葉県、新潟県、石川県、
長野県、静岡県、滋賀県、兵庫県、和歌山県、岡山
県、広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、長
崎県、大分県 
パターン 2 
(11) 
収容↓、構造↑、移動↓ 
 
北海道、青森県、岩手県、福島県、茨城県、福井県、
山梨県、佐賀県、熊本県、宮崎県、鹿児島県 
パターン 4 
(8) 
収容↑↓、構造 0、移動↓ 宮城県、埼玉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都
府、大阪府、福岡県、 
パターン 4 
(6) 
収容↓、構造↑、移動↑ 山形県、岐阜県、三重県、奈良県、香川県、沖縄県
パターン 5 収容↑、構造↓、移動↑ 富山県、鳥取県、島根県 
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(3) 
0 で、他県大都市への移動も減少した県である。このパターンには 8 県が含まれる。そして、ここまで
のパターンは大都市への移動が相対的に減少していた点で共通している。 
4 つ目のパターンは収容力が下がるとともに構造的県外進学率も上がり、大都市への移動が増
えた県である。このパターンには 6 県が含まれる。5 つ目のパターンは収容力が上がるとともに構造
的県外進学率は下がったのだが、大都市への移動が増えた県である。このパターンには 3 県が含
まれる。これらの県では、収容力・構造的県外進学率の増減はそれぞれであったが、県内進学率
の上昇よりも大都市への進学率が上昇した。既に述べたとおり、これらの動きが 1992 年度の地域
構造を変え、この期間に地域格差がさらに広がったというわけではないが、「地方分散化」の面から
は望ましい動きではないだろう。 
 
 
5. まとめと今後の課題 
 
本稿は 1992 年度以降の 18 歳人口減少期に、大学進学に伴う地域移動がどういった動きを見せ
ていたのかを調べるため、1992 年度と 2006 年度の 2 時点を取り、県別にその諸特徴を分析し、類
型化をしたものである。近年、地域移動にさまざまに影響を与えるいくつか異なる変化―18 歳人口
の減少、進学率の上昇、大学及び収容力の増加など―があったが、その中でどういった動きが起こ
っているのかを把握するという基本的分析を行うことを本稿の目的とした。 
分析で分かったことは以下の通りであった。①県内進学をするか県外進学をするかを決める重
要な変数である収容力については、それが上昇している県も低下している県もあった。大学進学率
がこれほど上昇すると予想されていなかった時代は、18 歳人口減少期に収容力が低下することは
予想されていなかったかもしれない。②県内進学率に関しては、収容力の動向に関わらず、ほとん
どすべての県で上昇していた。③その結果として、県外進学率は低下していたのだが、収容力の低
下している県では構造的に県外に進学せざるを得ない学生も増えているという事実が分かった。④
県外進学先 1 位への進学率は基本的には低下する傾向にあったが、レンジや標準偏差は変わら
なかった。⑤この期間、収容力の変化と構造的県外進学率の変化に強いマイナスの関係があった
というごく当然の結果を除いては、各指標の変化には何らかの関係があったわけではなかった。⑥
各指標にはさまざまな変化が生じていたのだが、1992 年度の地域構造を変えるまでには至らなか
った。 
以上の結果は、「地方分散化政策が終焉した」中では、もちろん政策的意図から生じたとは考え
難い。大学設置基準の緩和・事前規制から事後規制へという流れを含めた市場化などを背景に、
ほとんど「流れに任せて」推移したようにも感じられる。ただ、地方分散化政策は終焉したが、だから
といって地域移動の研究の意義がなくなったわけではない。これからさらなる競争の時代に突入す
る中で、地域移動について把握することは政策的意義を持つと同時に、国公私立を問わず各大学
にとっても重要な問題であろう。大学進学に伴う地域移動は、進学する学生と大学との地域的な接
続の表れなのである。 
しかし、本稿の分析には多くの課題が残された。各指標の変化が県ごとにさまざまであったが、そ
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れを類型化しても、少なくともはっきりとした地域的な共通性（例えば東北・関東などといった共通
性）を見出すことはできなかった。それではなぜ同じパターンに入ったのか、各指標がさまざまに変
化した裏にはどういった要因があるのか、またそれによって今後人口減少や進学率の増減があった
場合に分析で使用した各指標にはどういった変化が予想されるのか、そうした分析には十分に踏
み込むことができなかった。本稿では考察の際に相関係数を用いたが、それが低く算出されていた
場合も、散布図を描いてみると各指標間の関係が強い県とそうでない県が存在するように見えるも
のもあった。それらの問題をクリアしていき、各方面に対して示唆に富む研究に発展させなければな
らない。 
 
 
【注】 
1) ブロック別に見れば、平成 18 年度において北海道、北関東、中国、四国、九州の各ブロックで
は、定員充足率が 100 を下回った。そのため、県によってはこの指標が厳密な意味で適切とは言
えなくなってきている可能性があることには注意が必要である。日本私立学校振興・共済事業団
ホームページ内サイト 
（http://www.shigaku.go.jp/shigandoukou18.pdf、最終アクセス 2007.02.16）参照。 
2) 詳しくは秋永・島（1995）を参照。ただ秋永・島も指摘するように、出身高校所在地別進学者数
の総数と大学所在地別入学者数の総数の差で置き換える「構造的県外進学」はあくまでも近似
的なものであることには注意が必要である。 
3) そもそも 18 歳人口の減少率にも小さくない違いが見られるのも事実である。 
4) 標準偏差は変わらない一方で、平均は低くなっているため、変動係数は大きくなった。 
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